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序論 
１ 計画策定の背景と目的 

市町村総合計画は、自治体におけるまちづくりの基本的な計画であり、目標に向かって施

策・事業を行っていくための指針となるものです。 

神崎町では、平成 23年度～平成 32（令和２）年度までを計画期間とした「神崎町第４次

総合計画基本構想」を策定し、「発酵の里・健康笑顔のまち こうざき」を将来像に設定し、

各種施策を積極的に推進してきました。 

これからの 10年間は、人口減少がさらに進む可能性があり、公共施設等の老朽化も進み

ます。限られた財源で計画的かつ効果的に公共サービスを展開するために、総合計画を定め

ます。 

 

２ 計画の性格と役割 
「総合計画」は、地方自治体が策定する自治体のすべての計画の基本となる、行政運営の

総合的な指針となる計画です。 

神崎町の将来像実現のためには、計画期間に応じた財政の見通しを踏まえ、着実な進捗管

理を行い、持続可能な行財政運営の実現に向けた指針としていく必要があります。 

第５次総合計画は、そうした町の最上位計画としての位置づけを踏まえ、今後、本町のま

ちづくりの方向性を示すものであり、以下のような役割を果たすものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■役割１  

地域経営を進めるための行

財政運営の指針 

地方分権時代にふさわしい地域経営の確立に向けて、

様々な施策や事業を総合的かつ計画的に推進するため

の、行財政運営の総合指針となるものです。 

■役割２  

住民主役のまちづくりを進

めるための共通目標 

今後のまちづくりの方向性と必要な施策をわかりやす

く示し、町民と行政が住民主役のまちづくりに取り組

むための共通目標となるものです。 

■役割３  

広域行政に対する連携の基

礎 

国や千葉県等の広域的な行政に対して、本計画実現に

向けて必要な施策や事業を調整・反映させていく連携

の基礎となるものです。 
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３ 計画の構成と期間 

（１）計画の構成 

 

（２）計画期間 

計画期間は、基本構想を 10年間、基本計画を前期・後期の５年間ずつとします。 

計画開始から４年目と５年目で後期基本計画の見直しを行うとともに、必要に応じて基

本構想についても見直しを行うか検討することとします。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

基本構想

基本計画

実施計画

基本構想は、町の特性や町民の意識と期

待、時代変化の方向等を総合的に勘案し、

目指す将来像と、それを実現するための基

本目標及び基本施策の方針等を示したもの

です。 

基本計画は、基本構想に基づき、今後推

進すべき主要施策を行政の各分野にわた

って体系的に示したものです。 

また、基本計画の分野ごとに今後５年間

で目指すべき目標指標を定めています。 

実施計画は、基本計画で示された分野

ごとの施策に紐づく事務事業を掲載し

ます。 

計画期間を３年間として３年ごとに策

定し、進捗確認を行います。 

令和  ３   ４   ５   ６   ７   ８   ９   10   11   12    

基本構想 

３か年 ３か年 ３か年 

１０か年 

前期５か年 基本計画 

実施計画 ３か年 

後期５か年 
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４ 世の中の動き 

（１）全国的な課題 

 

 

 

 

 

 

     

ＳＤＧｓ 

・自然災害や差別、貧困などが世界的に
深刻化 
・17の国際目標に向けた取り組み強化 

行政 

・インフラ（道路・公共施設等）の老朽化 
・医療や福祉にかかる費用の増大 
・人口減少により税収の低下 
・高齢化等により公共交通の需要高まる 
・町歳入の減少に伴い事業の優先度の
選択と集中がさらに必要 

労働 

・労働力不足が深刻化 
・働き方改革によって多様な働き方が
可能に 
・外国人労働者が増加 
・地域経済の縮小による働く場の減少 

安全・安心 

・要介護状態になっても、介護職の不
足で介護施設に入れない状態 
・子どもの数が減少し、学校の統廃合
が進展 
・自然災害への備えが重要 
・犯罪の多様化 

 

人口減少 

・全国的な人口減少 
・少子高齢化が進み、様々なところ
で担い手不足が深刻化 
・高齢化に伴い買物難民も増加 

スマート農業 

女性活躍推進 

関係人口 

生涯活躍推進 

異常気象 

 

第４次産業革命 

・ＡＩ・ＩｏＴ・ビッグデータ等の最新情報
技術が飛躍的に発展 
・生活の様々な面で便利になる 
可能性 
・スマート農業などの進展 

 

マイナンバー 

見守り活動 

単身高齢者の増加 

空き家・空き店

舗 

福祉人材不足 

貧困 

ＬＧＢＴ 

豪雨 

地震 

電子決済 

働き方改革 

耕作放棄地 

新型ウイルス 
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４ 世の中の動き 
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（２）神崎町の課題 

①進む高齢化 

本町の高齢者数は、2015年の国勢調査で 1,954人、率にして 31.9％でした。国立社会保

障・人口問題研究所の推計では、2030年には 40％を超え、2045年には 50％を超えることが

予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1990 年代の住宅開発によって大きく増加した人口でしたが、現在は空き家を多く見かけ

るようになり、高齢者のみの世帯が増えてきています。 

高齢化が進むと、自分で車を運転できない人たちが増えることが見込まれます。さらに、

医療にかかる人も増えたり、介護を必要とする人が増える可能性もあります。こうした状況

を解決しようとすると、公共交通の充実や福祉サービスの充実など、きめ細かな対応が今ま

で以上に必要になってきます。さらに、空き家対策としてリノベーション費用の助成や空き

家管理などにも今までにはなかった費用負担がかかることが予想されます。 

 

②少子化が与える影響 

一方で、本町は少子化も進んでいます。2015年の国勢調査では、０～14歳の年少人口は

600人で、年少人口割合は 9.8％となっています。子育て支援については、本町は充実した

支援策に取り組んでおり、保育料の無償化や給食費の全額助成、住宅のリフォーム補助など、

経済的支援が充実しています。少ない人数だからこそできる取組でもあり、こうした支援策

の魅力もあって少しずつ子育て世代の移住にもつながっています。 

しかし、少子化に歯止めをかけるまでには至っておらず、今後も減り続けていくと、社会

保障費の負担増につながっていく可能性もあります。 

子育て世代がいない地域は、高齢者を支える人がいないことと同じで、地域の活力が失わ

れるばかりでなく、清掃や見守り活動、災害時の助け合いなど、様々な面で地域の力を失っ

ていくことにつながります。 

少子化対策は、子育て世代が定着していくためのものであれば、将来の本町にとって非常

に重要な施策と言えます。 

注）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」による 
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③厳しい財政見通し 

人口が減ることは、税収が減ることを意味します。 

次の表は、平成 26年度から令和元年度の歳入・歳出額の推移です。近年、減少傾向で推

移しています。また、令和元年度の歳出内訳をみると、比較的自由に使える投資的経費は全

体の 10％程度にとどまっており、財政的な余裕はないのが現状です。今後もこうした厳し

い財政状況は続くことが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④進む担い手不足 

農業や商工業など、本町の土地を守り、地域に賑わいと文化をつくってきた地域産業にお

いて、後継者不足が深刻な問題になりつつあります。 

こうした地域を支える産業の衰退は大変大きな問題ですが、一方で、キャッシュレス決済

やインターネット販売、インターネットを活用した商売のあり方の変容など、消費者の商習

慣は若者だけにとどまらず、中高年や子どもにおいても大きく様変わりしています。 

また、地域産業だけでなく、地域を支えてきた消防団や民生委員、福祉ボランティア、文

化活動団体等の各種団体においても担い手不足は大きな課題になっています。 

今後 10年先を見据えると、世代交代や新たな人材の育成は喫緊の課題となっており、具

体的な対策が必要な時期になっています。 

 

⑤知恵を出し合うまちづくりの必要性の増大 

今、本町に必要なことは、これまで見てきた大きな課題の解決策を見つけることも重要で

すが、簡単に解決できることは非常に難しいのが現状です。しかし、こうした課題について

多くの住民が問題意識として共有し、どうしたら子どもや孫たちに、明るく未来のある神崎

町を残していけるのかを真剣に考え、知恵を出し合い、行動に移していくことが重要です。 

発酵の文化が長い歴史の中で作り上げられてきたように、まちづくりも腰を据えて、長期

的な視点で進めていく必要があるのではないでしょうか。 
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５ 神崎町の動き 

（１）データから見る神崎町 

①人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2005年の人口ピラミッドでは、男性

は 50代が多く、女性は 55～64歳が

ボリュームゾーンとなっていました。 

年代によって男女差はあるものの、

総合的にみると大きな人口の差は見ら

れません。 

０～14歳の年少人口は 929人でし

た。 

2015 年の人口ピラミッドでは、男性

は 60代が多く、女性は 65～74歳が

ボリュームゾーンとなっています。 

10 年前の上図と比べると、59 歳以

下のすべての年齢階級で人口が減少

していることがわかります。 

また、子どもと若者の減少は顕著と

なっており、20・30歳代の女性は男性

よりも若干少なくなっています。 

０～14歳の年少人口は 600人でし

た。 

総人口は 6,133人 

人口減少と少子高齢化は本町にとって最大の課題です 

注）総務省統計局「国勢調査報告」による 
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②人口の将来展望 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」によると、本町の人口は

今後減少傾向で推移していくことが見込まれ、約 20 年後の 2040 年には総人口が 4,242 人

になることが予測されています。 

各種人口減少対策を講じていくことで、将来展望を下図のように定めます。 

推計パターン・ 
シミュレーション 

仮定値の設定 

パターン１ 
（社人研推計準拠） 

出生、死亡、移動について、社人研の行った「日本の地域別将来推計人口
（平成 30（2018）年推計）」に準拠した仮定値を設定。 
●出生の仮定 
2015年の子ども女性比の傾向が継続。 
●移動の仮定 
「2010年→2015年」の傾向が継続。 

シミュレーション 
（将来展望） 
パターン１をもとに、 
・合計特殊出生率が上昇 
・純移動率が上昇 

●出生の仮定 
合計特殊出生率が、2020年に 1.60、2030年に 1.80（国民希望出生率）、
2040年に 2.07（人口置換水準）まで上昇し、その後 2.07で推移（国の長期ビ
ジョンと同様）。 
●移動の仮定 
2040年までに転入と転出が均衡し、それ以降 0～49歳の人口が１年当たり
10人の社会増で推移。 
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③ 地域経済循環 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
•「売上」から「仕入や外注費等の費用」を差し引いた額
であり、地域の稼ぎを分配する前の「もうけ」の総額
を示しています。

•第１次産業の従業員一人当たり付加価値額は全国
382位、第２次産業は全国617位、第３次産業は
1572位となっています。

Ⓐ
•「分配（所得）」では、地域産業が稼いだ付加価値額が
どのように所得として分配されたかを把握すること
ができます。各棒グラフは、地域内の住民・企業等に
分配された所得の総額を示しています。

•一人当たり雇用者所得は全国785位と低くなってい
ます。

Ⓑ
•「支出」では、地域内の住民・企業等に分配された所
得がどのように使われたかを把握することができま
す。各棒グラフは、地域内で消費・投資された金額を
示しています。

•「民間消費」については神崎町以外からの支出が流入
しており、「民間投資」については、町内の住民・企業
等が地域外に支出した金額より、地域内に支出され
た金額が少なくなっています。

Ⓒ
•「地域経済循環率」は「生産（付加価値額）÷分配（所
得）」より算出され、域内で生み出された所得がどの
程度域内に環流しているかを把握するもので、自治
体ごとの特徴を表すものです。

•100％を境に地域経済の自立度を示しており、自立
度は低いといえます。

Ⓓ
注）「ＲＥＳＡＳ」による 
地域経済分析システム（RESAS：リーサス）は、地方創生の様々な取り組みを情報面から支援するために、経済産業省と内閣官房（ま
ち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供しています。効果的な施策の立案・実行・検証のためなどに広く利用されています。 
 

Ⓐ 

Ⓑ 

Ⓒ 

Ⓓ 

【参考】 

成田市      118.9％ 

香取市      69.3％ 

多古町      92.0％ 

東庄町      66.1％ 

地域経済循環図の必要性 
地域内の企業の経済活動を通じて生産さ

れた付加価値は、労働者や企業の所得と

して分配され、消費や投資として支出され

ます。このいずれかの過程でお金が地域

外に流出した場合、地域経済が縮小する

可能性があります。地域経済循環図はどこ

に課題があるのかを分析することができま

す。見方を知りたい方はこちらへ。 
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（２）アンケート結果から見る神崎町 

18歳以上の町民 2,000人に行ったアンケート調査（有効回収数 636、有効回収率 31.8％）

では、まちづくりにおける各分野の満足度と重要度をそれぞれ５段階評価してもらいまし

た。この満足度と重要度の相関分析を行うと以下のような優先度グラフになり、「満足度が

低い×重要度が高い＝優先度が高い」項目は、第１位が「医療」、第２位が「鉄道」、第３位

が「土地利用」といった順になりました。 
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（３）アンケートの自由意見から見る神崎町 

アンケートの自由意見においても、さまざまな意見を出していただきました。 

テーマ 自由意見（一部抜粋） 

子育て 
・保育料の無償化などさきがけて支援していただいたり行政対応には非常に

満足しています。 

・公園が少なく、遊びに行きたいと思える所が少ない。町外へ行く事が多い。 

人口減少 
・今一番重要視しなければならないことは、人口減少に対してどう取り組む

かだと思います。移住したい人は、結構いるようです。 

道の駅 
・道の駅に関し、高速バスの発着地となったことは知り合いの間で好評です。 

・道の駅をもっと有効活用するべきだと思う。 

・神崎ＩＣ（パーキングエリア）ハイウェイオアシス化を進めてほしい。 

発酵の 

まちづくり 

・学校教育に味噌作り等の実習はあるがその時だけで終わっている様に思う。 

・８月のはじめに「下総神崎駅」にて行われた発酵イベント（手ぬぐい藍染）

に参加させて頂きました。駅が藍染の手ぬぐいで素敵でした。発酵の町に

住んでいるんだなぁという実感がありました。 

・発酵によるまちづくりを行っている他府県との交流の場を持ち良い所はと

り入れる。 

 

（４）その他のアンケートから見る神崎町 

「第２期神崎町子ども・子育て支援事業計画」の策定の基礎資料として、平成 30年度に

は「神崎町子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を行い、子育て世代のご意見を伺いま

した。 

子育て支援で力を入

れてほしいものとして、

左図のような結果とな

りました。 

「公園や歩道の整備」

や「子どもだけで安心

して遊べる場所」に対

する要望が多く、こう

したニーズに対しても

対応していくことを検

討していく必要があり

ます。 

【参考】神崎町子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

50.9

48.3

33.6

33.6

19.0

17.2

12.1

12.1

11.2

7.8

3.4

3.4

0.9

1.7

1.7

0 10 20 30 40 50 60

公園や歩道の整備をして欲しい

子どもだけで安心して遊べる場所が欲しい

子どもが安心してかかれる医療機関の整備

児童手当等の経済的支援を充実して欲しい

親子が安心して集まれる身近な場や機会

残業時間短縮や休業の取得促進等の働きかけ

子育ての相談や情報が得られる場の充実

親子で楽しめる文化事業を充実して欲しい

育休・介護休暇の取得促進などの働きかけ

再就職についての支援を充実して欲しい

子育てサークルへの支援をして欲しい

家事支援サービスを充実して欲しい

その他

特にない

無回答

（％）
n=116
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６ これからの視点 

（１）2040年の姿 

「自治体戦略 2040構想研究会 第一次・第二次報告」においては、2040年に労働力不足

が社会の大きな課題になることを指摘しています。これは、人口減少及び少子高齢化に起因

するもので、特に若年者の減少が懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「自治体戦略 2040 構想研究会 第一次・第二次報告」より引用 
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再就職についての支援を充実して欲しい

子育てサークルへの支援をして欲しい

家事支援サービスを充実して欲しい

その他

特にない

無回答

（％）
n=116
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６ これからの視点 

（１）2040年の姿 

「自治体戦略 2040構想研究会 第一次・第二次報告」においては、2040年に労働力不足

が社会の大きな課題になることを指摘しています。これは、人口減少及び少子高齢化に起因

するもので、特に若年者の減少が懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※「自治体戦略 2040 構想研究会 第一次・第二次報告」より引用 
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「スマート自治体」とは、システムや AI 等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体のことです。 
労働力不足は、自治体にも影響することが予想され、自治体職員数も同様に減少していくことが見込まれます。この時、同時に

地縁組織の機能低下や、民間企業の撤退なども予想され、まち全体の機能低下が起こる可能性があります。 
こうした将来的課題に対して、今まで以上に町民主役のまちづくりが求められているとともに、町役場は、最新の技術を活用しな

がら仕事の仕方を劇的に変革し、少数でも公共サービスを維持していく必要があります。 

※「自治体戦略 2040 構想研究会 第一次・第二次報告」より引用 

※「プラットフォーム・ビルダー」とは 
「プラットフォーム」という言葉は、ソフトウエアが動作するときの基盤のことを指し、ここでいうソフトウエアとは、「各府省の施策」を意味し
ます。「自治体戦略 2040 構想研究会報告」で、自治体は「サービス・プロバイダー（公共サービスを提供する側）」から「プラットフォーム・
ビルダー」になる必要があるとしています。 
つまり「共（地域の団体）や私（民間企業）」にソフトウエアとしての「各府省の施策」を動かす「プラットフォーム」の役割を任せ、自治体は
その管理者として「共や私」において必要な人材や財源を確保できるようにする「支援や環境整備」を行う役割を担うという考え方です。 
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（２）ＳＤＧｓの重要性 

ＳＤＧｓとは、持続可能な開発目標の略称で、平成 27（2015）年９月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に記載された平成 28（2016）年

から令和 12（2030）年までの国際目標です。 

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上

の誰一人として取り残さないことを誓っています。ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進

国も取り組むべきユニバーサル（普遍的）なものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓはグローバルな課題ですが、本町のような小規模自治

体にとっても自身の生き残りにつながることになります。 
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（３）Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０への取組 

Society5.0とは、これまでの狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工

業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、「サイバー空間（仮想空間）と

フィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題

の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」とされています。 

本町としても、Society 5.0で実現する未来を思い描きながら、企画・立案・実行の各プ

ロセスにおいて、神崎町情報化の将来像を踏まえ、整備すべき情報化基盤を導入し、情報化

施策に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）公共施設の維持 

「神崎町公共施設等総合管理計画」において、今後 40年間に本町が保有する公共施設、

インフラ資産のすべてを維持し続けた場合の必要コストは、295.2億円と推計されています。

一方、現在と同水準の投資額を維持したとすると、投入可能な額は 40年間で 191.6億円に

とどまります。 

公共施設に限ると、更新に必要な額は 140.8億円、投入可能な額は 43.6億円となってお

り不足が想定されます。利用状況や維持・管理にかかる費用等を踏まえ、個別施設計画を策

定していきながら計画的に維持・更新・整備を図っていく必要があります。 

Society5.0 への取組みの目的は、労働力不足の解消です。 

※「ＩｏＴ」とは 
「Internet of Things」の略で、「モノのインターネット」と呼ばれることもあります。建物、電化製品、自動車、医療機器など、パソコ
ンやサーバーといったコンピュータ以外の多種多様な「モノ」がインターネットに接続され、相互に情報をやり取りすることを指し

ます。 
※「イノベーション」とは 
新しい技術や考え方を導入して新たに価値を生み出すことを指します。 
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「道の駅 発酵の里こうざき」は、平成27（2015）年に重点道の駅に登録されて以来、多くの人に利用

されるようになりました。 

「発酵」というキーワードをもとに、全国各地の発酵食品などを取り扱い、発酵体験なども行われ、地

元の酒蔵の協力も得ながら地元住民にも「発酵の里」が浸透し、評価されてきました。 

この間、想定よりも本町の人口は減少傾向で推移し、空き家や空き地が目につくようになり、子ども

の数も減少しています。 

この先 10 年間、私たちの住む神崎町は、道の駅を中心とした周辺整備プロジェクトが進行していき

ます。一方で、風にそよぐ農地を覆う緑の海が私たちのふるさとの変わらぬ光景として残っています。 

10 年先を見据えて、子や孫たちに、誇るべき神崎町を残していくために、住民とともにまちづくりを推

進していきます。 

まちづくりコンセプト 

Ⅰ 基本構想 
１ 神崎町のこれから 
 

（１）まちづくりコンセプトと戦略 

 

 

 

生き生きわくわく 人も発酵するまち こうざき 

～ 今より一歩前へ そして、次世代へのバトンパス ～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【発酵によるまちづくりについて】 
「発酵によるまちづくり」を進めてきて、賛否両論さまざまなご意見がありました。 
発酵は、一歩間違えれば「腐る」ことになります。しかし、有益なものになれば、「発酵」にな

ります。そこには、微生物などが関わり、熱エネルギーが介在します。 
まちづくりも似たところがあります。 
住民が知恵を出し合い、協力し、町外の人も受け入れながら熱を発し、文化や人とのつな

がりなど有益なものを生み出していく。 
古くから持つ「発酵」という町の文化を見つめなおし、直接的・間接的に活用することで、新

たな文化を生み出していきたいと思います。 
“人も発酵するまち”とは・・・「発酵＝わくわくすること、変わり続けること、良くなること」に

例えられることがあります。人もわくわくし、変化に対応し変わり続け、そして成長し良くなって

いく、このコンセプトにはそのような意味が含まれています。 




